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第 97 回 社会保障審議会介護給付費分科会の審議結果について 

 

介護保険制度の推進につきまして、日頃より格別のご尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 

先日４日付けで介護保険最新情報により介護給付費分科会介護事業経営調査委員会での議

論を踏まえた情報を提供したところですが、今般、第 97 回社会保障審議会介護給付費分科

会（以下「分科会」という。）が開催され、介護保険サービスに関する消費税の取扱い等に

ついてご審議頂き、消費税率８％への引上げに対応するための審議報告が議論されたとこ

ろです。このうち、区分支給限度基準額については、「消費税引上げに伴う介護報酬への上

乗せ対応を行うことにより、従前と同量のサービスを利用しているにもかかわらず、区分

支給限度基準額を超える利用者が新たに生じること等から、引き上げることとする。なお、

特定福祉用具販売と住宅改修に係る支給限度基準額については、当該サービス費は介護保

険制度創設時から公定価格ではないこと等から、引き上げないこととする。」という結論が

得られました。 

つきましては、各保険者のシステムについて改修を行うことが必要となりますので、以

下の点にご留意の上、必要な対応をお願いいたします。 

（１）システム改修の必要性 

 今回の分科会において、平成 26年４月から、介護報酬改定と区分支給限度基準額を見

直すことについて結論を得られたところです。このうち、区分支給限度基準額の見直し

については、通常の介護報酬改定とは異なり、保険者の保有する保険者システムについ

て、受給者台帳上の区分支給限度基準額を改定するシステム改修が必要になると考えら

れます。 

（２）当面必要な対応 

各保険者におかれては、平成 26 年４月からの介護報酬改定と区分支給限度基準額の見

直しが確実に実施されるよう、システム改修について予算担当者やシステムベンダー等

の関係者とご検討頂き、必要な予算の確保をお願いするとともに、消費税引き上げ後に

サービス利用者が不利益を被ることがないよう、適切なシステム改修作業の実施に向け

ご準備をよろしくお願い申し上げます。なお、システム改修経費の補助については、現



在一定の措置を講じるべく検討中です。 

（３）特定福祉用具販売及び住宅改修に係る支給限度基準額の取扱 

特定福祉用具販売及び住宅改修に係る支給限度基準額については、分科会で議論の結

果、今回の消費税の引き上げに際しては引き上げないこととされておりますのでご留意

下さい。 

（４）保険者が独自に区分支給限度基準額を設定している場合の対応 

介護保険法第 43条第３項に基づき独自に区分支給限度基準額を設定している保険者に

おかれては、今回の分科会の議論を踏まえつつ、26 年４月の消費税引き上げについてど

う対応するか考え方を整理の上、必要な対応の検討をお願いいたします。 

（５）当面のスケジュール 

消費税の引上げに伴う介護報酬改定と区分支給限度基準額の具体的な内容は、予算編

成過程で決定される改定率と来年１月に開催される予定の分科会におけるご議論を踏ま

え、告示等の改正を行う予定です。引き続き、分科会の動向にご留意いただきますよう

よろしくお願い申し上げます。 




















